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シ リ ー ズシ リ ー ズ -- 草津市の未来を考える草津市の未来を考える --  
 これからの草津市に求められているものは何か、あるべき姿を考えるべく、各分野の有識者の方にイン

タビューを行い、草津市の未来についてお話していただいた内容をシリーズとして掲載しています。 

 今年度最初の号は立命館大学二宮教授にインタビューを行いました。 

◆ 草津市のまちの現状を見てどう感じますか 

 ゆっくり市内を散策したことはなく、「まちの現

状」と言われても、答えようがないのですが、私の

中では、草津市は男女共同参画のまちです。そもそ

も草津市との関わりは、草津市男女共同参画審議会

の委員、会長として、第2次、第3次の草津市男女共

同参画推進計画の策定、草津市男女共同参画推進条

例の制定でした。委員のみなさん、担当の職員のみ

なさんと意見交換しながら、それぞれ当時として

は、良い内容のものを築いたという自負もありま

す。 

 また「いーぶんフェスタ」にも講師として何度も

参加しました。草津市議会で選択的夫婦別氏制度導

入に慎重であるべきといった内容の決議がなされた

とき、委員や職員から条例に反するのではないかと

の問題意識がわきあがり、議員に参加してもらう自

主的な学習会を開催したこと、担当職員の方が、男

女共同参画に関する自治体の関与のあり方を研究す

るため、龍谷大学大学院に社会人入学され、学位を

取得されたことなど、思い出も多いです。 

 

◆ 男女共同参画の観点から、草津市にはどのよう

な課題があるのでしょうか 

 「男は仕事、女は家庭」という性別役割分業意識

について、年配の世代の人たちに変化が乏しいこと

です。市内の企業・事業所でも、職業を持つ＝仕事

中心、残業をいとわない＝それが責任だ、といった

発想が変わりません。草津市だけの問題ではないで

すが、住みやすい、暮らしやすいまちとして、評価

される一方、こうした意識が根強いと、仕事と家庭

を両立させたいと思っている、若い世代の女性、男

性にとっては、住みづらいまちになるかもしれませ

ん。 

 

◆ 課題を解決するためには何をすればよいので

しょうか 

 まずは、市民のみなさんに男女共同参画が21世紀

社会のキーワードであることを知ってもらうことだ

と思います。 

 市民の目にふれるところ、例えば、JRの駅、市役

所、公民館を含む市関連施設、ショッピング・モー

ル、市内の事業所・企業、保育園・幼稚園や小中

高・大学の校舎などに、高齢者向け、専業主婦向

け、共働き家庭向け、子育て真っ最中の人向け、小

学生・中学生・高校生・大学生向けなど、世代、対

象にターゲットをしぼった、インパクトのある、

持って帰りたくなるようなポスターを、年間通じて

恒常的に掲示する。条例や基本計画で、市民・事業

者・教育に関わる人には、男女共同参画の意識づく

りに協力する責務があることを明示していますの

で、ポスター掲示に協力してもらえると思います。 

 そして1年中同じではなく、デザインなどを春夏

秋冬に合わせて変え、貼る方も楽しみに思ってもら

えるようにする。「男女共同参画」を言葉でなく、

イメージとして市民のみなさんの意識に染みこませ

る、などの工夫はできると思います。広報紙を配布

しても中々、目を通してもらえないと思いますの

で。ただし、ポスター制作に相当お金がかかります

が。 

 

立命館大学 法学部  

教授 

二宮 周平 
 (にのみや しゅうへい） 
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◆ 草津市の魅力は何だと思われますか 

 地元で生まれ、生活して

いる人たちと、京都・大阪

など関西圏に職場を持ち、

草津市で家庭生活を営む人

たちと、大きく2つに分け

ることができますが、まち

の規模から、双方がお互い

の生活上の問題を語り合

い、多様性を認め合うことができる可能性を秘めて

▮▮平成２６平成２６(2014)(2014)年度の年度の調査研究にかかる報告会調査研究にかかる報告会を開催しましたを開催しました  

いることだと思います。また男女共同参画を担っ

てきた市民グループが行政と近い関係にありま

す。こうした世代とその後継世代が行政を交えて

お互いの課題を話し合い、お互いの智恵を生かす

こともできることだと思います。 

  
◆ 草津市の未来像を語ってください。 

 草津市男女共同参画推進計画の標語、「男女が

ともに喜びと責任を分かち合う協働のまち、草

津」に尽きます。  

▮▮平成２７平成２７(2015)(2015)年度の年度の調査研究テーマ調査研究テーマが決まりましたが決まりました  

 今年度は、3つの研究テーマに取り組んでいきます。 

◆ 草津市の産業構造に関する調査研究(2年目) －データ活用に基づく産業政策の方向性模索－ 

◆ 市民が求める「住みやすさ」の調査研究 －市民の住みやすさアンケート調査を踏まえて－ 

◆ 草津市におけるオープンデータのあり方に関する調査研究 －データバンク機能の可能性を探る－ 

  

以下に具体的な内容をご紹介します。 

１．草津市の産業構造に関する調査研究(2年目) －データ活用に基づく産業政策の方向性模索－ 

ています。 

しかしながら、産業構造やサプライチェーンに

ついては、工場出荷額や鉱工業生産指数等により、

大まかな動向しか把握することはできません。企業

間取引についても、平成26(2014)年度の産業構造と

雇用に関する調査研究にて行いましたように、企業

アンケート調査等により部分的かつ限定的に把握す

ることはできますが、全産業の全体像を把握するこ

とはできませんでした。 

こうした中、経済産業省では、都道府県別や市区

町村別に、企業活動に係る様々なデータを可視化

 日本の産業構造は、人口減少・少子

高齢化等による不可逆的な国内需要縮

小・変容と生産労働人口等の働き手の

減少という厳しい構造問題を抱えてお

り、それは当面人口増加局面が続く草

津市も例外なく直面する問題です。 

草津市においても、地域経済を構成す

る産業構造やサプライチェーン、企業間取引、ヒ

ト・モノ・カネの流れ等を正確に把握した上で、

産業群や企業群の強み・弱み・今後の方向性等を

踏まえた総合的かつ戦略的な政策立案が求められ
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▲ 調査研究報告会風景 

▲ 平成26(2014)年度 

  調査研究報告書 

 昨年度に実施した3つの調査研究をとりまとめ、去る5月26日に市民、市議会議員、草津市職員に向けて草 

津市役所8階大会議室にて、報告会を開催し、48名の方にご参加いただきました。報告会では、以下の内容 

について報告し、松原豊彦 草津未来研究所長(学校法人立命館副総長)がコメントを行いました。  

  

【内 容】 

Ⅰ 開会の挨拶 

Ⅱ 草津未来研究所の事業について 

・平成26(2014)年度事業報告 

・平成27(2015)年度事業計画 

Ⅲ 調査研究報告 

① 草津市の産業構造と雇用に関する調査研究 

   －集積された製造業の有機的結合に向けて－ 

② 大学と地域の連携に関する調査研究 

   －大学のある都市としての優位性を活かすために－ 

③ 草津市の医療福祉のあり方に関する調査研究 

   －新たな生活支援サービスの可能性を探る－ 

Ⅳ 閉会の挨拶  

 

☆草津市ホームページ上で報告書のダウンロードが可能です。 
 http://www.city.kusatsu.shiga.jp//shisei/kenkyu/chousakenkyu/index.html 
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講演では、地方創生の背景と

して、全国で進む急激な人口減

少と高齢化、出生数の減少、東

京への一極集中等が説明され、

国の目標として平成72(2060)年

に1億人程度の人口を維持する

中長期展望が示されて、これを

実現するための総合戦略の視点

や検討項目が解説されました。 

講演に引き続いて草津未来研究所は、本市の人口

の現状分析について説明し、人口増加する本市に

あっても人口減少や少子化が現実のものとなりつつ

あることを示唆するデータを紹介しました。 

地方創生が全国的に注目を集める中、草津市で

も、国の「まち・ひと・しごと創生法」に基づい

た人口ビジョンと総合戦略の策定が進められてい

ます。そこで草津未来研究所では、内閣官房から

担当者を招いて、市職員を主な対象に去る6月29

日、「地方創生について」の特別講演会を開催し

ました。 

 

講師：塩川 達大 氏 

 (内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 企画官) 
 

テーマ：『地方創生について』  

▮▮平成２平成２7(2015)7(2015)年度年度特別講演会特別講演会を開催しましたを開催しました  

 今年度の産業構造に関する調査研究では、この地

域経済分析システムを活用した草津市経済を構成す

る全産業構造の把握から始め、各産業支援団体で構

成する研究会での議論を踏まえ、データ活用に基づ

く草津市の産業政策の方向性を提示したいと考えて

います。 

することにより、国や地方自治体が実施する政策

の効果把握、全国における順位把握につなげると

ともに、国や地方自治体の産業政策や企業支援政

策の高度化につなげることも目指した「地域経済

分析システム」の公開を平成27(2015)年度より開

始しています。 

２．市民が求める「住みやすさ」の調査研究 －市民の住みやすさアンケート調査を踏まえて－ 

さつキャンパスがオープンしたことから若者が多く

生活することとなり、地域と密着した活動等を通じ

てまちに多くの活気が生まれました。こうしたこと

から、様々な世代の多様な価値観を持つ人々が暮ら

していますが、それぞれの地域や立場によって、

「住みやすいまち」の実感やイメージは当然異なる

可能性があります。 

 この調査研究においては、「このまちに住んでよ

かった」、「ずっと住み続けたい」という市民の実

感は、どのような要素から生まれるのかを探るた

め、現在草津市で暮らす様々な世代や地域の市民を

対象にしたアンケート調査等を行う予定です。その

結果から、草津市において今後の定住に繋げるため

の「住みやすさ」要因は、何を重要とし大切にする

必要があるのかを探ります。 

３．草津市におけるオープンデータのあり方に関する調査研究 －データバンク機能の可能性を探る－ 

項目、二次利用促進に向けた草津市の

ルール(公開する時のルール、使用して

もらうためのルール)設定を行い、利活

用推進のための取り組みの方向性等に

ついて調査研究を行うことです。 

 研究の方法として、全国の自治体が

公開しているオープンデータの先行事例を集めま

す。それにより、全国の自治体がどのようなデータ

をオープンデータ化しているかの検討を行います。 

 他の自治体の先行事例を基に、草津市がどのよう

なデータを公開するのか、データをどのように公開

するかの検討を行います。また、庁内の関係部署と

立命館大学関係者で構成する研究会を開いて議論を

行い、草津市のオープンデータのあり方について検

討を行います。 

 新たに今年度から行う研究テーマとして、草津

市のオープンデータに関する調査研究に取り組ん

でいます。日本でもオープンデータについて近年

注目されており、オープンデータ化を推進する自

治体が増えています。オープンデータ化を推進す

る理由として、市民サービスの向上、市民主体の

まちづくりの促進、産業の発展及び経済の活性化

があげられます。 

 本研究の内容は、草津市がオープンデータ化を

進める際、以下のような2点の基本的な考え方及び

取り組みの方向性を検討することです。1点目は

オープンデータ化推進の基本的な考え方として、

オープンデータ化のための基本原則、体制等のあ

り方の調査研究を行うことです。2点目はそれらに

基づく、草津市としてオープンデータ化する上で

の考え方、重点的にオープンデータ化を推進する

▲ 特別講演会風景 

 全国的に本格的な少子高齢社会

を迎えている中、国は「地方創

生」を掲げ、人口減少時代の到来

に歯止めをかけようとしていま

す。 

 現在の草津市においては、全体

人口は増加していますが、地域によっては、既に

人口が減少を始めているところも現れており、今

後は、人口減少及び超高齢社会という問題に直面

する時がやってきます。 

 草津市は、古くから交通の要所として栄えた利

便性のよさから、京阪神のベッドタウンとして

ファミリー層の人口流入が多く、他方で古くから

の地縁の結びつきも強くあります。 

 また、平成6(1994)年には立命館大学びわこ・く
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変貌する草津市 
今年は5年に一度実施される国勢調査の年です。

国勢調査は、統計法に基づいて行われる国の最も重

要な調査で、10月１日を基準日に、国内の人口、世

帯、就業の状況等について調べるものです。調査結

果は、福祉施策や生活環境整備、災害対策等、様々

な施策の計画策定等に利用されます。 

国勢調査では、それぞれの人が住んでいる場所

(常住地)による人口だけでなく、通勤や通学で草津

市から他の市町へ行く人(流出人口)や反対に他の市

町から草津市に来る人(流入人口)についても集計し

ていることが特徴です。ここから草津市の通勤・通

学圏域(15歳以上の就業者と通学者)がわかります。 

平成22(2010)年では、草津市への流入は4万5千

人、草津市からの流出は3万5千人ほどで、草津市に

通勤・通学してくる人の方が、草津市から他の市町

へ通勤・通学している人よりも多くなっています。

通勤では、6千5百人、通学では4千2百人、流入の方

が多く、通学では流入が流出の2倍あります。 

地域別にみると、県内ではすべての市町に対して

草津市は流入超過で、大津市とは4千人の流入超過

(流入1万3千人、流出9千人)になっています。草津

市が滋賀県の産業や高等教育の中心的な都市になっ

ていることがわかります。 

県外について都市別でみると、京都市とは、流出

が6千2百人と多いものの、流入も4千7百人ありま

す。通学では流入と流出が千百人ほどと拮抗してお

り、大学都市としての草津市の特徴が読み取れま

す。大阪市とは、流入が7百人、流出が2千2百人

で、通勤での流出が多く、大阪市への通勤圏として

の性格も確認できます。 

府県レベルでみると、京都府とは流出超過です

▮▮コラム コラム －－データでみる草津市データでみる草津市－－  
が、大阪府、兵庫県、奈良県とは流入超過で、大阪

府への就業者を除くと、就業、通学ともに草津市に

流入する人の方が多くなっています。 

常住地による人口は、人が寝泊まりする場所での

人口なので、「夜間人口」とも呼ばれます。また、

従業地・通学地による人口は、昼間に活動している

場所での人口となるので、「昼間人口」1とも呼ば

れます。ここから求められる昼間人口と夜間人口

(常住人口)の比率が昼夜間人口比率です。 

草津市では、平成12(2000)年以降、昼間人口が夜

間人口を上回るようになり、平成22(2010)年までの

10年間では、昼夜間人口比率が上昇してきていま

す。京都市や大阪市のベッドタウンとしての性格以

上に、周辺市等から就業者や通学者が集まる、雇用

の場を提供する核となる都市としての性格を強めて

きたことになります。 

 今年3月をもって、びわこ・くさつキャンパスに

あった立命館大学の経営学部が大阪府茨木市に移転

しました。今年の国勢調査の結果が発表されると、

学部移転の影響について、人口レベルで分析できる

ようになります。このように日常的な移動を含めた

詳細な人の動きがマクロで解るのは国勢調査ならで

はです。皆さんのご協力があってはじめて、現実を

正確に把握することができ、的確な政策運営に反映

できるのです。 

草津未来研究所ニュースレター 
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1990年 
(平成2) 

1995年 
(平成7) 

2000年 
(平成12) 

2005年 
(平成17) 

2010年 
(平成22) 

94.7 97.6 102.7 105.4 109.0 

草津市 昼夜間人口比率の推移 

資料：国勢調査 

１草津市の昼間人口 ＝ 草津市の常住人口(夜間人口…草津市で調査された人) 

－(草津市から他の市区町村へ通勤・通学している人) 

＋(他の市区町村から草津市へ通勤・通学している人) 


